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「提案の要旨」（以下枠内に 400 字以内で記載のこと。枠の大きさや位置等の変更は禁止） 

北米の高度な機械化やアジアの農業市場拡大、長期的な人口増加などを背景に世界の農機市場は拡大傾向にあ
る。一方で当社は、国内の小規模農家に売上高の大半を依存しており、市場拡大から取り残され売上高が減
少、2025年度には営業赤字転落も懸念される。
こうした課題を解決するため、短期（1～2年）では石川県や米カリフォルニア州、東欧など当社の競争力が高い

と考えられる地域で営業体制を強化。中期（5年程度）ではインドなどで米の収穫請負業者へのコンバイン販売、
国内の農業生産法人へのコンサルティング事業を展開する。長期（10年程度）ではバイオ燃料の需要拡大が見込ま
れるサトウキビ収穫機を東南アジアで展開するほか、将来の破壊的イノベーションに備え垂直農業（植物工場）向
けコンサルティング事業や専用の野菜収穫機を展開する。旧態依然した組織風土も3カ年で変革し、2029年度に売
上高4087億円、営業利益287億円を目指す。

1.当社を巡る環境の分析 

1-1 市場環境 

1-1-1 足元の状況 

 世界の農業市場の環境は地域ごとに異なる。当社の売

上高の約半数を占める日本は平均耕地面積が 2.7ha/戸

と小規模農地が大半（▼1）。担い手である農家も平均年齢

が 66.8 歳と高齢化し、直近 3 年間で就農人口が 34.4 万

人（16％）減少している（▼2）。一方で近年は農業生産法人

が大規模農業経営を始める例もある。 

 北米の大半や大洋州は 100ha/戸超の大規模農場と灌

漑設備、遺伝子組み換えを含む品種改良により、少人数

で収量を最大化する農業ビジネスが確立。一方で中国や

ASEAN、インドなどは平均耕地面積が数 ha/戸以下と小規

模農地が多く、農機の導入も初期段階にとどまる。 

1-1-2 メガトレンド 

 2017年に 75億人の世界の人口は 2055年に 100億人を

突破する（▼3）。途上国の所得向上、温暖化に伴う水不足や

作物の生育不順、食用以外（飼料、バイオ燃料用など）

の需要増もあり、2050 年までに食料生産を 1.55 倍、う

ち穀類は 1.65倍に増やす必要がある。アジアやアフリカ

は人口増加に増産が追いつかず、穀類や大豆の自給率低

下に直面する（▼4）。 

1-2 顧客を巡る環境 

1-2-1 顧客の定義 

 日本では農機メーカーの主な顧客は農家である。リー

スや複数農家による共同購入も一部あるが「使いたい日

に使えないことがあるため、稼働日数が少なくても融資

を受けても購入したい」（▼5）。一方、農家の所得水準が低

い東南アジアや南アジアなどでは、農家ではなく農作業

の請負業者が顧客となるケースもある（▼6）。 

1-2-2 顧客ニーズ 

 全地域で共通する顧客ニーズは、農機が故障せずに稼

働し続け、仮に故障してもすぐに修理される状態にある

ことである。このほか、日本などではメーカー担当者と

の緊密な人的交流、米豪などでは広範囲に作業できる大

型機のラインアップ、途上国では価格の安さが、それぞ

れ購買決定につながる大きな要素となっている。 

1-3 競合を巡る環境 

 米 Deere & Co.や英 CNH Industrial、クボタなどのシ

ェア上位企業は、米豪などの大規模農場向け大型農機や

保守部品で安定的に収益を確保しつつ、展開地域・商品

の拡大とコスト競争力の強化を追求する。一方で中堅以

下のメーカーは小型機や機能特化型農機、新興国市場な

ど、注力領域を絞り込んで利益率を高める手法を採る。 

 

2.当社の現状 

2-1 財務面の問題点 

 当社の財務状況を主要な競合農機メーカーと比較する

と、成長性（売上高増加率）、収益性（営業利益率）、効

率性（ROA）、安全性（流動比率）のいずれも見劣りする

状況となっている（▼7）。農機市場全体は拡大傾向にあり、

当社の近年の業績低迷は自社内に要因があると推察でき

る。現状の売上高減少ペースが続くと、当社は 2025年度

以降に営業赤字へ転落する懸念がある。 

2-2 地域別の問題点 

 売上高の約半分を占める日本市場は営業利益率が

5.7％と比較的高いが、2018 年度の売上高が前年度比 6％

減と前年割れが続く。顧客に古くからの個人農家が多く、

成長が見込まれる農業生産法人などの需要を取り込めて

いない。米国市場は代理店の売上高が 1.7 億円と直営店

の 6.2 億円に比べ 1/3 以下にとどまり、代理店の機能強

化が急務である。中国や東南アジアは原価率が 80％台後

半と高く、収益性の低さが課題である。 

2-3 バリューチェーンおよび組織の問題点 

 当社は社員の専門知識やスキルを生かし、エンジンな

どの基幹部品や多彩な野菜収穫機などを自社開発。直営

店でも迅速かつ正確なアフターサービスを提供できてい

る。一方で個別最適意識が強い組織体制、内向きな企業
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風土が事業拡大・変革を妨げている。 

 

3.当社が目指すべき将来の姿 

 当社のミッションを「世界を耕し、食を培い、笑顔を

実らせる。」と定義する。すなわち、当社が社会に対して

永続的に価値を提供し貢献し続けるため、海外事業を重

点的に開拓し、農機以外にも農業のバリューチェーンを

構成する事業を積極的に手がけていく。 

 

4.当社が採るべき打ち手 

4-1 短期戦略（2019～20年度） 

 国内・海外のそれぞれで市場・競合・自社の環境を踏

まえた施策を展開し、売上高と営業利益を積み上げる。

国内では農業経営体数が多く当社のシェアが高い（▼8）石

川県、新潟県、茨城県、千葉県などで販売を強化。大規

模農業法人を専門とする営業チームも新設する。 

 海外は、米カリフォルニア州周辺で直営 5店舗を新設。

営業に苦戦している代理店は当社営業社員が支援し、1

店舗あたりの売上高を増やす。好調な欧州は、平均耕地

面積が EU 域内では比較的小さく当社の小型農機の競争

優位性が高いと考えられるポーランドやハンガリー市場

での販売を強化。汎用型コンバインも発売する。 

4-2 中期戦略（2021～23年度） 

4-2-1 IoT 

 エンジンなど主要部品の温度や振動、回路の通電状況

を確認する IoT センサーを装着。異常発生を迅速に把握

する。また、土壌センサーを農機に内蔵。当社自身もデ

ータを蓄積・解析し、データに基づく農業を支援する。 

4-2-2 インド・バングラデシュでのコンバイン拡販 

 インドとバングラデシュの稲作地帯では近年、収穫の

機械化が広がっている。この地域は農家の平均耕作面積

が小さく平均所得も低いため、米の収穫請負業者がコン

バインを保有し収穫を代行するケースが多い（▼9）。こう

した業者にコンバイン販売を強化する。 

4-2-3 国内農業生産法人へのコンサルティング事業 

 R&D 拠点がある福島県内で、耕作放棄地 30ha を取得し

自社農場を運営する。主に農業生産法人に向けた最新機

種のショールームとするとともに、作物の収量拡大や農

作業の負担軽減に向けノウハウを蓄積し、農業生産法人

へのコンサルティング事業の展開につなげる。 

4-3 長期戦略（2024～29年度） 

4-3-1 サトウキビ収穫機の展開 

 世界のバイオエタノールの需要は 2000 年から 2050 年

にかけ 29倍に拡大し、主原料のサトウキビの需要も 2000

年の 1.8 億トンから 2050 年には 7.1 億トンへ約 4 倍に

拡大する（▼10）。サトウキビの主要な産地である東南アジ

アは小規模農場が多いため米 Deere & Co.などの大型収

穫機は広がらず、機械収穫率は 10数％程度にとどまる（▼

11）。この市場に進出し将来の需要拡大に備える。 

当社は収穫機を多様な作物向けにカスタマイズする技

術を備えているが、サトウキビ収穫機メーカーの魚谷鉄

工（奈良県）を 20億円で買収し、発売までの期間を短縮

する。まずは世界シェア 3位（▼12）で自社工場があるタイ

で、「ミドルマン」と呼ばれるサトウキビの収穫請負業者

を対象に販売する。その後、近隣諸国へ事業を拡大する。 

4-3-2 垂直農業（植物工場）関連事業への進出 

 2050年に予想されるイノベーションを踏まえ「小木製

作所は何によって破壊されるか」という観点で、最も脅

威となり得る垂直農法・植物工場の普及を見据え、現段

階から関連事業へ進出する。 

 まずは 3 億円を投じて植物工場を建設し、併せて農業

経験者を植物工場のアドバイザーとして雇用。栽培や事

業化に向けた知見を蓄積し、国内外で植物工場を新設す

る企業などへのコンサルティングを展開する。植物工場

内の作物を効率よく収穫できる収穫機の開発も進める。 

 

5.組織戦略 

 目指す姿を「外と繋がり、融合し、価値最適な組織」

と定義し、これを実現するため 7Sを網羅した施策を展開

する。ただし自社の旧態依然した組織風土を短期間に変

革するのは難しいため、解凍（2019 年）→変化（2020年）

→再凍結（2021年）の 3 カ年で施策を展開。特に 2020 年

は「変化に向けた猶予期間」とし、徹底して変化を巻き

起こすことにこだわる。 

 

6.事業目標 

 以上の施策により、2029 年度に売上高 4087 億円、営

業利益 287億円を目指す。 

以上 









予測財務諸表：連結損益計算書 （単位：億円）
2020/03期 2021/03期 2022/03期 2023/03期 2024/03期 2025/03期 2026/03期 2027/03期 2028/03期 2029/03期

売上高 2,363 2,603 2,816 2,900 3,088 3,192 3,303 3,467 3,710 4,087
　売上原価 1,722 1,840 1,945 1,986 2,085 2,131 2,198 2,297 2,445 2,694
売上総利益 641 763 871 914 1,004 1,061 1,105 1,170 1,266 1,393
　販売費及び一般管理費 525 658 737 767 828 868 901 950 1,022 1,106
営業利益 115 104 134 147 176 192 204 220 244 287
　営業外収益 18 21 23 23 25 26 27 28 30 33
　（うち、受取利息） 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1
　営業外費用 16 19 20 21 22 23 24 25 27 29
　（うち、支払利息） 10 10 10 10 10 10 10 10 10 10
経常利益 117 107 136 149 178 195 207 223 247 291
　特別利益 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
　特別損失 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
税引前利益 117 107 136 149 178 195 207 223 247 291
　税金等 33 32 40 44 53 58 61 66 73 86
当期純利益 84 75 96 105 125 137 145 157 174 204

（参考）減価償却費 101 101 103 103 103 105 105 105 104 104
（参考）研究開発費 68 88 110 127 151 172 178 187 200 220

予測財務諸表：連結貸借対照表 （単位：億円）
2020/03期 2021/03期 2022/03期 2023/03期 2024/03期 2025/03期 2026/03期 2027/03期 2028/03期 2029/03期

　現預金 912 820 736 733 714 695 789 877 956 1,028
　売上債権 494 564 610 628 669 691 716 751 804 885
　棚卸資産 613 685 741 763 813 840 870 913 977 1,076
　その他流動資産 117 117 117 117 117 117 117 117 117 117
　有形固定資産 1,572 1,597 1,664 1,682 1,714 1,780 1,795 1,811 1,826 1,842
　無形固定資産 166 166 166 186 186 186 186 186 186 186
　その他固定資産 229 229 229 229 229 229 229 229 229 229
資産合計 4,103 4,178 4,264 4,339 4,442 4,539 4,701 4,883 5,094 5,363
　仕入債務 432 471 498 508 533 545 562 588 625 689
　短期借入金 610 610 610 610 610 610 610 610 610 610
　その他流動負債 84 84 84 84 84 84 84 84 84 84
　長期借入金 490 490 490 490 490 490 490 490 490 490
　その他固定負債 218 218 218 218 218 218 218 218 218 218
負債合計 1,834 1,873 1,900 1,910 1,935 1,947 1,964 1,990 2,027 2,091
　資本金 310 310 310 310 310 310 310 310 310 310
　資本剰余金 455 455 455 455 455 455 455 455 455 455
　利益剰余金 1,504 1,550 1,609 1,674 1,752 1,836 1,982 2,138 2,312 2,516
　自己株式 -10 -10 -10 -10 -10 -10 -10 -10 -10 -10
純資産合計 2,259 2,305 2,364 2,429 2,507 2,591 2,737 2,893 3,067 3,271
負債・純資産合計 4,093 4,178 4,264 4,339 4,442 4,539 4,701 4,883 5,094 5,363



予測財務諸表：連結損益計算書　売上高比
2020/03期 2021/03期 2022/03期 2023/03期 2024/03期 2025/03期 2026/03期 2027/03期 2028/03期 2029/03期

売上高 100.00% 100.00% 100.00% 100.00% 100.00% 100.00% 100.00% 100.00% 100.00% 100.00%
　売上原価 72.88% 70.70% 69.07% 68.48% 67.51% 66.77% 66.55% 66.26% 65.89% 65.92%
売上総利益 27.12% 29.30% 30.93% 31.52% 32.49% 33.23% 33.45% 33.74% 34.11% 34.08%
　販売費及び一般管理費 22.24% 25.29% 26.18% 26.46% 26.80% 27.20% 27.28% 27.40% 27.55% 27.05%
営業利益 4.88% 4.01% 4.75% 5.06% 5.69% 6.03% 6.17% 6.34% 6.57% 7.03%
　営業外収益 0.76% 0.81% 0.81% 0.81% 0.81% 0.81% 0.81% 0.81% 0.81% 0.81%
　（うち、受取利息） 0.04% 0.04% 0.04% 0.03% 0.03% 0.03% 0.03% 0.03% 0.03% 0.02%
　営業外費用 0.68% 0.72% 0.72% 0.72% 0.72% 0.72% 0.72% 0.72% 0.72% 0.72%
　（うち、支払利息） 0.42% 0.40% 0.37% 0.36% 0.33% 0.32% 0.31% 0.30% 0.28% 0.25%
経常利益 4.96% 4.10% 4.83% 5.14% 5.78% 6.11% 6.26% 6.43% 6.65% 7.12%
　特別利益 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00%
　特別損失 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00%
税引前利益 4.96% 4.10% 4.83% 5.14% 5.78% 6.11% 6.26% 6.43% 6.65% 7.12%
　税金等 1.40% 1.22% 1.44% 1.53% 1.71% 1.82% 1.86% 1.91% 1.98% 2.11%
当期純利益 3.56% 2.88% 3.40% 3.62% 4.06% 4.30% 4.40% 4.52% 4.68% 5.00%

予測財務諸表：連結財務指標
2020/03期 2021/03期 2022/03期 2023/03期 2024/03期 2025/03期 2026/03期 2027/03期 2028/03期 2029/03期

営業CF [億円] 271 27 110 201 166 238 241 223 196 150
投資CF [億円] 140 127 171 121 135 170 120 120 120 120
財務CF [億円] 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
EBITDA [億円] 228 218 249 262 292 310 322 338 361 405
EBTDAマージン [%] 9.64% 8.38% 8.85% 9.05% 9.44% 9.71% 9.73% 9.74% 9.73% 9.91%
借入金平均金利 [%] 0.91% 0.94% 0.94% 0.94% 0.94% 0.94% 0.94% 0.94% 0.94% 0.94%
ROE [%] 3.73% 3.25% 4.05% 4.32% 5.00% 5.30% 5.31% 5.42% 5.66% 6.25%
ROA [％] 2.06% 1.79% 2.24% 2.42% 2.82% 3.02% 3.09% 3.21% 3.41% 3.81%
売上債権回転日数 [日] 76 79 79 79 79 79 79 79 79 79
棚卸資産回転日数 [日] 95 96 96 96 96 96 96 96 96 96
仕入債務回転日数 [日] 92 93 93 93 93 93 93 93 93 93
CCC [日] 79 82 82 82 82 82 82 82 82 82
D/Eレシオ [%] 48.69% 47.72% 46.52% 45.28% 43.88% 42.45% 40.19% 38.02% 35.87% 33.62%
流動比率 [%] 189.70% 187.69% 185.01% 186.53% 188.44% 189.15% 198.27% 207.35% 216.26% 224.56%
売上高研究開発費率 [%] 2.89% 3.39% 3.89% 4.39% 4.89% 5.39% 5.39% 5.39% 5.39% 5.39%
売上高減価償却費率 [%] 4.25% 3.89% 3.65% 3.55% 3.33% 3.27% 3.16% 3.01% 2.80% 2.55%
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/report5.html 

▼7）「SPEEDA」農機業界 https://jp.ub-speeda.com/ 

▼8）農林水産省「2015 年農林業センサス 確報」の農業

経営体数とケース内の当社顧客数から当社シェアを算出 

http://www.maff.go.jp/j/tokei/census/afc/2015/top.

html 

▼9）「農業機械の導入が始まったバングラデシュ 第 2

回」、『 Bangland』、 JICA バングラデシュ事務所 

https://www.jica.go.jp/bangladesh/bangland/reports

/report5.html  

▼10）「2050年における世界の食料需給見通し」、農林水

産 省 

http://www.maff.go.jp/j/zyukyu/jki/j_zyukyu_mitosi

/pdf/base_line_bunseki.pdf 

▼11）「政策変更が進むタイの砂糖産業の動向」、農畜産

業 振 興 機 構 https://www.alic.go.jp/joho-

s/joho07_001683.html 

▼12）「主要国のさとうきびとてん菜の生産量」、農畜産

業 振 興 機 構 

http://sugar.alic.go.jp/world/data/wd_data.htm 

 

［添付資料］ 

p.1 人口は「World Population Prospects 2017」（国連

経済社会局）https://population.un.org/wpp/ 

耕 地 面 積 は 「 FAOSTAT 」 （ 国 連 食 糧 農 業 機 関 ）

http://www.fao.org/faostat/en/ 

GDPと農業 GDPは「National Accounts Main Aggregates 

Database」（国際連合統計部） 

https://unstats.un.org/unsd/snaama/ 

p.2 『メガトレンド 2016-2025 全産業編』（日経 BP）な

どを基に当社作成 

p.3 現在の顧客ニーズ：農林水産省「農業資材コスト低

減及び農作業の安全確保に関する意識・意向調査」p.4 

http://www.maff.go.jp/j/finding/mind/pdf/zaicos.pd

f 

農家インタビュー、元ヤンマー社員インタビューを基に

当社作成 

pp.4-5「SPEEDA」 https://www.ub-speeda.com/ 、各社

Webサイトを基に当社作成 

p.15 バイオエタノールの市場規模は「バイオエタノール

の世界市場：原料・燃料配合別、需要家別 2022 年予測」

（ ResearchStation ）

http://researchstation.jp/report/MAM/7/Bioethanol_

2022_MAM744.html 

垂直農業の市場規模は「異常気象による露地野菜調達相

場の乱高下のなか、業務用途を中心に植物工場野菜需要

が 拡 大 」 （ 矢 野 経 済 研 究 所 ）

https://www.yano.co.jp/press-

release/show/press_id/2002 

 

以上 

http://www.fao.org/faostat/en/

